
平成 15年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 15年 5 月 19日

上   場   会   社   名     名鉄運輸株式会社 上場取引所名

コード番号     9077 本社所在都道府県

  (URL  http://www.meitetsuunyu.co.jp) 愛知県

代 表 者 　取締役社長 林 　利幸

問合せ先責任者 　常務取締役 黒崎　晴光 TEL (052) 935 - 5721
決算取締役会開催日　　平成 15年 5月 19日 中間配当制度の有無　　無

定時株主総会開催日　　平成 15年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 72,534 △ 2.3 841 106.9 639 212.7

14年  3月期 74,211 △ 2.6 406 - 204 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 △ 502 - △ 20.61 - △ 6.4 1.2 0.9

14年  3月期 △ 259 - △ 10.65 - △ 3.6 0.4 0.3

(注)①期中平均株式数 15年  3月期    24,395,187 株　　　14年  3月期   24,401,633 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 - - - - - -

14年  3月期 - - - - - -

（注）15年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　           -  円     銭、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 51,748 7,778 15.0 318.93

14年  3月期 54,466 7,809 14.3 320.06

(注)①期末発行済株式数　15年  3月期     　24,388,056 株　14年  3月期     　24,400,744 株

 　 ②期末自己株式数　　15年  3月期           14,935 株  14年  3月期           2,247 株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 36,000 20 △ 130 － －

通　　期 72,700 700 170 － 3.00 3.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   6 円 97 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって予想

　 値と異なる場合があります。

　 なお,上記の業績予想に関する事項は添付資料の7ページをご参照ください。
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貸 借 対 照 表 （単位千円）

期　　別

科　　目

％ ％

1,016,466 1,564,015 547,548

2,702,390 2,631,611 △ 70,778

10,129,553 9,583,449 △ 546,103

110,871 101,899 △ 8,971

325,295 485,099 159,804

51,394 28,653 △ 22,741

426,000 376,000 △ 50,000

284,044 158,123 △ 125,921

449,543 41,735 △ 407,808

△ 74,207 △ 76,870 △ 2,662

15,421,351 28.3 14,893,717 28.8 △ 527,634

10,895,954 10,510,007 △ 385,947

1,623,686 1,557,750 △ 65,936

274,843 251,638 △ 23,205

1,129,296 1,465,931 336,635

143,993 146,082 2,088

16,682,106 16,678,599 △ 3,506

－ 35,938 35,938

30,749,881 56.5 30,645,947 59.2 △ 103,933

198,315 194,564 △ 3,751

73,069 53,412 △ 19,657

86,035 83,741 △ 2,294

357,421 0.6 331,718 0.6 △ 25,703

3,824,997 1,587,582 △ 2,237,414

1,785,101 1,862,351 77,250

358,572 331,567 △ 27,005

3,000 － △ 3,000

31,749 26,974 △ 4,775

295,054 312,382 17,327

59,551 61,764 2,212

1,425,231 1,366,815 △ 58,416

378,424 553,992 175,567

116,504 133,589 17,084

△ 339,904 △ 359,981 △ 20,076

7,938,283 14.6 5,877,037 11.4 △ 2,061,245

39,045,585 71.7 36,854,703 71.2 △ 2,190,882

54,466,937 100.0 51,748,420 100.0 △ 2,718,516

前 期

(平成14年 3月31日現在)

当 期

構成比金 額 構成比

未 収 入 金

増　減（△）
(平成15年 3月31日現在)

金 額

繰 延 税 金 資 産

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

営 業 未 収 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

土 地

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

破産 債 権 , 更 生 債 権 そ の 他
こ れ ら に 準 ず る 債 権

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資    産    合    計

工 具 器 具 及 び 備 品

関係会社短期貸付金

ソ フ ト ウ ェ ア

出 資 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産 合 計

関 係 会 社 出 資 金

従業員に対する長期貸付金

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式
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（単位千円）

期　　別

科　　目

％ ％

2,677,853 2,618,882 △ 58,970

4,664,908 4,442,096 △ 222,812

11,000,000 9,300,000 △ 1,700,000

3,116,400 2,297,200 △ 819,200

6,584,000 － △ 6,584,000

147,778 145,098 △ 2,680

628,190 587,176 △ 41,013

251,048 308,548 57,500

363,607 38,902 △ 324,705

1,064,450 922,604 △ 141,845

33,310 35,482 2,171

374,242 380,646 6,404

30,905,790 56.8 21,076,638 40.7 △ 9,829,151

2,000,000 5,500,000 3,500,000

7,832,700 11,203,250 3,370,550

4,100,685 4,439,362 338,677

1,442,099 1,389,846 △ 52,252

376,021 361,276 △ 14,745

15,751,506 28.9 22,893,735 44.3 7,142,229

46,657,296 85.7 43,970,374 85.0 △ 2,686,921

金 額

前 期

構成比

(平成14年 3月31日現在)

金 額

増　減（△）

当 期

(平成15年 3月31日現在)

構成比

（負 債 の 部）

支 払 手 形

営 業 未 払 金

短 期 借 入 金

流 動 負 債

預 り 金

前 受 収 益

そ の 他

１年内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

１ 年 内 償 還 予 定 社 債

未 払 費 用

負   債    合    計

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 合 計

再評価に係る繰延税金負債

社 債

長 期 借 入 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債
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（単位千円）

期　　別

科　　目

％ ％

2,065,994 3.8 － － △ 2,065,994

1,534,973 2.8 － － △ 1,534,973

289,100 0.5 － － △ 289,100

1,999,664 3.7 － － △ 1,999,664

1,590,352 － △ 1,590,352

400,000 － △ 400,000

366,804 － △ 366,804

2,357,156 4.3 － － △ 2,357,156

その他有価証券評価差額金 △ 436,701 △ 0.8 － － 436,701

自  己  株  式 △ 547 △ 0.0 － － 547

7,809,641 14.3 － － △ 7,809,641

－ － 2,065,994 4.0 2,065,994

－ 1,534,973 1,534,973

－ － 1,534,973 3.0 1,534,973

－ 289,100 289,100

－ 1,548,603 1,548,603

－ 400,000 400,000

－ △ 93,247 △ 93,247

－ － 2,144,455 4.1 2,144,455

土地再評価差額金 － － 2,050,367 3.9 2,050,367

その他有価証券評価差額金 － － △ 15,234 △ 0.0 △ 15,234

－ － △ 2,510 △ 0.0 △ 2,510

－ － 7,778,046 15.0 7,778,046

54,466,937 100.0 51,748,420 100.0 △ 2,718,516

その他剰余金合計

利益剰余金合計

増　減（△）

金 額 構成比 金 額 構成比

当 期 未 処 理 利 益

（資 本 の 部）

資 本 金

前 期 当 期

(平成14年 3月31日現在) (平成15年 3月31日現在)

資    本    合    計

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

その他の剰余金

資 本 金

資 本 準 備 金

（資 本 の 部）

再評価差額金

利 益 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益

負 債 ・ 資 本 合 計

資本剰余金合計

資    本    合    計
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損 益 計 算 書

期　　別

科　　目

％ ％

 営   業    収   益 74,211,582 100.0 72,534,002 100.0 △ 1,677,579

 営   業    原   価 71,448,022 96.3 69,507,132 95.8 △ 1,940,890

営 業 総 利 益 2,763,559 3.7 3,026,870 4.2 263,310

 販売費及び一般管理費 2,357,009 3.2 2,185,676 3.0 △ 171,332

営 業 利 益 406,550 0.5 841,193 1.2 434,643

 営  業  外  収  益

受 取 利 息 25,506 27,370 1,863

受 取 配 当 金 108,875 128,547 19,671

受 取 手 数 料 57,930 57,979 49

受 取 賃 貸 料 50,220 47,834 △ 2,385

そ の 他 88,470 81,356 △ 7,113

営 業 外 収 益 合 計 331,002 0.5 343,088 0.5 12,085

 営  業  外  費  用

支 払 利 息 325,614 286,094 △ 39,519

社 債 利 息 163,420 126,333 △ 37,086

社 債 発 行 費 25,000 58,250 33,250

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,320 9,599 4,279

そ の 他 13,540 64,004 50,464

営 業 外 費 用 合 計 532,895 0.7 544,282 0.8 11,386

経 常 利 益 204,657 0.3 639,999 0.9 435,342

固 定 資 産 売 却 益 175,652 32,942 △ 142,710

投資有価証券売却益 45,270 44,819 △ 450

そ の 他 － 7,404 7,404

特 別 利 益 合 計 220,923 0.3 85,166 0.1 △ 135,756

 特   別   損   失

固 定 資 産 処 分 損 77,221 40,432 △ 36,788

投資有価証券評価損 443,384 1,298,501 855,117

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 183,140 － △ 183,140

そ の 他 56,834 101,377 44,542

特 別 損 失 合 計 760,580 1.1 1,440,311 2.0 679,731

税 引 前 当 期 純 損 失 334,999 △ 0.5 715,145 △ 1.0 △ 380,146

法人税、住民税及び事業税 418,703 0.6 245,640 0.3 △ 173,062

法 人 税 等 調 整 額 △ 493,785 △ 0.7 △ 458,084 △ 0.6 35,700

当 期 純 損 失 259,918 △ 0.4 502,702 △ 0.7 △ 242,784

前 期 繰 越 利 益 626,722 408,553 △ 218,168

土地再評価差額金取崩額 － 900 900

当 期 未 処 分 利 益 366,804 △ 93,247 △ 460,052

（単位千円）

増　減（△）

営業収益比 営業収益比

 特   別   利   益

当　　　　　　　　　期

 自平成14年 4月 1日

 至平成15年 3月31日

前　　　　　　　　　期

 自平成13年 4月 1日

 至平成14年 3月31日

金 額 金 額
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損失処理（利益処分）計算書　 (単位千円）

科　　目

366,804 －

－ 93,247

41,749 41,749 41,749 41,749

合 計 408,553 51,498

－ － 37,825 37,825

408,553 －

－ 89,323

金 額 金 額

当 期 未 処 分 利 益

資産圧縮積立金取崩額

当 期 未 処 理 損 失

前  　      　　期期　　別

任 意 積 立 金 取 崩 額

損 失 処 理 額

次 期 繰 越 利 益

資産圧縮積立金積立額

次 期 繰 越 損 失

当        期（案）

 29



重要な会計方針
１．資産の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券                

（ａ）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

（ｂ）その他有価証券

時価のあるもの

ます。)

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

(ロ) たな卸資産（貯蔵品）           移動平均法に基づく原価法

２． 固定資産の減価償却の方法
(イ) 有形固定資産　　　    定額法を採用しております。

                            　

しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 7～50年

車両運搬具 2～ 6年

(ロ) 無形固定資産     　   定額法を採用しております。

　

法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法
　 　 社債発行費 支出時の費用として処理しております。

４．引当金の計上基準
(イ) 貸倒引当金 　　    　 

等特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ) 退職給付引当金　　  　

ます。

５．リース取引の処理方法 　

に係る方法に準じた会計処理方法によっております。

６．ヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジによっております。

を満たす場合は特例処理を採用しております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

  

（ハ）ヘッジ方針

を回避するのが目的であります。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

有効性の判断を省略しております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる事項
（イ）消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式を採用しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ロ）自己株式及び法定準備金取崩等の会計基準

（ハ）１株当たり情報

準の適用指針」を適用しております。なお、これによる当期の影響はありません。

金利スワップ 借入金利息

当期の損益に与える影響はありません。なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部について

フロー変動の累計との比較によっております。また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす場合、

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

なお、取得価額10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却をする方法を採用

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、期末に発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異

（8,179,486千円）については15年による按分額を費用に計上しております。

また、数理計算上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した翌期から費用処理することとしており

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用しております。これによる

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

通貨スワップ 社債元本・利息

通貨スワップ取引については、振当処理の要件を満たす場合は振当処理を、金利スワップ取引については、特例処理の要件

通貨スワップ取引は、円貨による支払額を確定させるものであり、また金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

ヘッジ手段 ヘッジ対象

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの相場変動またはキャッシュ・
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注記事項
（貸借対照表関係）

千円 千円

（１）有形固定資産の減価償却累計額

株 株

（２）自己株式の数 普通株式

（３）担保資産及び担保付債務

（道路交通事業財団組成）

担保に供している資産 千円 千円

担保付債務

（その他）

担保に供している資産

担保付債務

（４）株式の状況 千株 千株

普通株式

普通株式

（５）関係会社に対する資産及び負債 千円 千円

（６）国庫補助金等により取得価額から控除した固定資産の圧縮記帳累計額

千円 千円

（７）保証債務 千円 千円

（　）はうち保証予約 ） ）

地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法

る固定資産税評価額により算出しております。

再評価を行った年月日

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

千円

は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

14,929,667

計 8,848,600

計

1年内返済予定長期借入金

長 期 借 入 金 6,330,200

15,091,815

2,518,400 1,574,200

5,873,750

7,447,950

188,950

土 地 11,839,672

建 物

（前　　期）

33,47833,478

21,819,475

11,837,656

21,339,168

（当　　　期）

車 両 運 搬 具

2,247

3,058,5313,218,664

14,395

1,009,416

1,198,367

150,000

79,200

24,402

授 権 株 式 数

150,000

33,776

発行済株式総数

79,200

24,402

受 取 手 形

営 業 未 収 金

172,625

775,212

2,361,522

営 業 未 払 金

27,820

33,776

27,820

5,955 5,955建 物

2,312,549

(    70,420

2,934,863

車 両 運 搬 具

計

（８）事業用土地の再評価

(    61,100

410,858

ー

1年内返済予定長期借入金

長 期 借 入 金

986,462

建 物

土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額について

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定め

 平成14年3月31日

129,735

2,254,530

土 地

計

計
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（損益計算書関係）

（１）関係会社との取引 千円 千円

投資有価証券売却益

（２）固定資産売却益の内訳 千円 千円

土地売却益

車両運搬具売却益

借地権売却益

（３）固定資産処分損の内訳 千円 千円

建物除却損
構築物除却損
機械及び装置除却損
車両運搬具売却損
車両運搬具除却損
工具器具及び備品除却損
保証金除却損
長期前払費用除却損

①リース取引関係
（１） リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
(イ) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(単位千円）

(ロ) 未経過リース料期末残高相当額 

千円 千円

(ハ） 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  

千円 千円

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

(ニ） 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(ホ） 利息相当額の算定方法

おります。

77,294

（当　　　期）

8,496,461

29,668

（当　　　期）

3,123,766

1,085,220

228,725

（当　　　期）

1,228,607

特 別 利 益 ー 35,144

1,305,775

4,208,986

2,899,334

4,127,941

1,156,238

104,519

1,204,110

183,589

4,039,418

23,00371,894

1,020

1,058,771

そ の 他

18,712,444計

減価償却累計
額 相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

1,829,454

14,487

113,731

98,100

取 得 価 額
相 当 額

そ の 他

1,619
3,368

175,652

計

174,073

1,579

（前　　　期）

3,921,091

1,474,646燃 料 油 脂 費

628,627施 設 使 用 料

27,225

（前　　 期）

6,592,8284,138,021

131,726

2,553,409

315,316

計

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によって

120,024117,123

1 年 超

1,702,634

2,973,606 1,070,315 1,903,290 3,116,481 1,063,584 2,052,896

1 年 内

計

1,258,9792,674,065 780,521

94,897

1,631,309

営 業 原 価 運 送 委 託 料

連 絡 中 継 料

8,688,582

2,139,454

取 扱 手 数 料

販売費及び一般管理費 旅費通信運搬費

そ の 他

営 業 外 収 益 受 取 利 息 22,917

76,325受 取 配 当 金

期 末 残 高
相 当 額

2,007

1,266

32,942

1,010
－
430
26,403

1,990
10,525

建 物

ー

111,981 27,211

622
77,221

35,925

84,770

減価償却累計
額 相 当 額

機械及び装置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

無形固定資産

1,611
31,206
1,847 72

29,049

640

28,063

1,536

（前　  　期）

40,432

15,092

139,440

26,247

2,138,529

1,836,697

3,862,616

18,862,723

868,405

－

6,180,715 2,042,694

27,690

1,893,544

299,262 70,536

121,800

2,961,613

94,109
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（２） オペレーティング・リース取引  （借主側）

未経過リース料 千円 千円

②有価証券関係
前期及び当期とも、子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③税効果会計関係
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因

繰延税金資産 千円 千円

未払事業税否認額

退職給与引当金損金算入超過額

貸倒引当金損金算入超過額

ゴルフ会員権評価損否認額

投資有価証券評価損否認額

その他有価証券評価差額

その他

　繰延税金資産合計

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金

その他

　繰延税金負債合計

　繰延税金資産の純額

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な

 項目別内訳

前期及び当期とも税引前当期純損失を計上しているため記載しておりません。

「土地再評価差額金」は同額増加しております。また、「その他有価証券評価差額金」は383千円減少しております。

④１株当たり情報

円 円

１株当たり純資産額

１株当たり当期純損失

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

(注）１．１株当たり情報の計算については、前期より自己株式を控除して算出しております。

　 　２．１株当たり当期純損失金額の算定基礎は、以下のとおりであります。

当期純損失  （千円）

普通株主に帰属しない金額　（千円）

普通株式に係る当期純損失　（千円）

期中平均株式数　(千株） 24,395

ー

ー

ー

ー

ー

502,702

3,053,026

3,476,923

8,894

82,632

（当　　　期）

86,033

20,709

1,243,195

318.93

20.61

△ 156

252,219

10,326

（当　　　期）

（当　　　期）

502,702

10.65

（前　 　期）

1,546,626

△ 1,049,029

△ 1,116,806 △ 1,048,872

ー

△ 1,116,806

1,631,674

429,819

（３）繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、法人事業税における外形標準課税制度導入に伴う税率

の変更により、当期末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が21,538千円減少し、当期費用に計

上された法人税等調整額が、21,155千円増加しております。「再評価に係る繰延税金負債」は51,603千円減少し

19,190

（当　　　期）

ー

314,935

3,491,091

3,924,702

（前 　 　期）

188,702

23,149

31,342

896,968

計

1 年 内

1 年 超

433,610

（前　 　期）

423,897

320.06

582,645

（前　 　期）
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役員の異動（平成１５年６月２７日） 
 
（１）新任取締役候補 
 

新         氏   名        旧 
 
              ひおき  くにお    現・営業統括本部 
  取 締 役    日 置 久ニ雄    品質管理部長兼 
                         安 全 管 理 部 長 
 
                 現・営業統括本部 
            

 
取 締 役

 
              

            
取 締 役

 
 
（２）昇格 
 
  常 務 取 締 役    

  営業統括本部長    

 
 
（３）退任予定取締役 
 
  取 締 役 会 長    

 
  常 務 取 締 役    

 
 

 

        
はま   まさのり
           営 業 部 長 濱   正 典 

    現・名古屋鉄道㈱  

       
さかい しょうじ
           専 務 取 締 役 坂 井 昌 治 

     取 締 役 
      
           営業統括本部長 菅   雅 之 

宮 地 隆 二    相 談 役 

橋 本 建 一    引続き名鉄運輸へ 

以 上 
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